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戦間期における東京電気の技術導入と技術開発

西 村 成 弘

1は じ め に

1905年 にGeneralElectricCompany(以 下.GE)と 提携 した東京電気株式

会社(以 下,東 京電気)は,GEか ら電球分野を中心に技術導入を行い,第 一

次大戦期前後には国内電球市場で支配的な位置を占めるようになった。第 ・次

大戦は諸外国からの原料や製品の輸入を杜絶させ,東 京電気においても原料や

.部品の国産化が目指されるとともに,技 術開発活動を重視 した経営が開始され

た㌧ 本稿は第一次大戦終結から芝浦製作所 と合併するまでの期間における東

京電気の経営発展を,技 術力向上の側面か ら分析することを目的としている.、

筆者は別稿で,第 一次大戦期までの束京電気の技術開発活動を明らかにし

た3)。東京電気はGEと の提携以前から技術開発活動を行っており,提 携後 も

技術導入を進めつつ技術開発を行った。技術開発の成果は特許取得件数にもあ

らわれ,1918年 末までに12件 の特許が出願されその後登録された,1本稿は.東

京電気の技術開発が第…次大戦後にどのように展開 したのかを,特 許出願件数

から明らかにするものである%

ところで戦間期における東京電気の技術開発を明らかにしたものに長谷川信

1)安 坤正太郎編 『東京電気株式会 社五十年史』 東京芝浦電気株式 会杜,1940年,157-161ベ ー ジ,

177ヨ79ペ ー ジ。

2)拙 稿 「第一次大戦以前における東京電気の技術開発 と特 許管埋」 『経済論叢』第170巻 第4号,

2002年10月.

3)本 稿で言 う特許出願件 数は,出 願後 に査定 を受け特許登録され た ものだけを数 えてお り,純 粋

な出願数 を示 してはいない、
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氏の研究がある41。・氏は,1920年 代に技術開発の段階が外国技術導入の段階か

ら自主技術開発の段階へ移行したと主張されている。氏は東京電気が独自な設

計で積算電力計を国産化したことを例にあげて移行を実証 しようとされるが
,

戦間期において技術導入がどれだけ増加 したか,さ らに戦間期の技術導入に対

して技術開発がどのように展開 したのかが明らかにされていない点で不十分で

ある。戦間期における技術開発の段階を評価するためには,ま ず技術導入と技

術開発の全体的な特徴を明らかにしなければならない。本稿の第一の課題は,

戦間期における技術導入と技術開発のそれぞれの実態を,特 許件数か ら明らか

にすることである。

第二の課題は,戦 問期における東京電気の技術開発の特徴を
,特 許の技術分

類から明らかにすることである。技術導入と技術開発がそれぞれどの技術分野

で行われていたかを明らかにし,こ れらを対比させることによって,戦 間期に

はどのような技術の開発に重点が置かれていたのかを明らかにすることができ

る。これは戦間期における技術開発の段階を評価する上で必須な作業である
。

本稿は技術導入と開発の実態を明らかにするにあたり,GEと 東京電気が口

本において出願 ・取得 した特許 と特許明細書に記載された技術内容を資料とし

て用いる・筆者は特許局発行の 『特許公報』および 『特許発明明細書』 を使用

し,手 作業で統計 を作成 した%ま た特許管理については
,元 東京芝浦電気株

式会社常務取締役関晴雄氏,元 同社特許部長小津厚二郎氏
,元 同社特許部(知

的財産部)技 監高橋甫氏から情報を得た61、,

以下,第H節 では東京電気の経営指標から戦間期における経営発展を概観し
,

その基礎に技術力向上があったことを特許件数を用いて指摘する
。第皿節では

戦間期の技術力向上が技術導人と技術開発の両方の促進によって成 し遂げられ

4)
一長谷川言「披術導入か彌 発へ」(01井常彦・煉 英欄r大 企耕 イtの到来』II構 営史3,石波書店,1995・年)li7-145ページ。

5目 特許舎報傭 よび 聯 鯛 明細書』に記載されている特許欄 齢 現在特許庁が運営す
る

特 許 電 子1略 館(IPDLhttp:・/www」pdl .jp・。9ζ)」P/h・meP9.ipdDに て 閲 覧 可 能 で あ る
。 筆 龍特 許情 報 を主 に こ

の特 許 電 子 図 書 館 よ り得 た 。

6)ヒ ア リン グ(繍 雄 氏 ノ∫・津 厚r良ll氏
.高 舗 氏),2・ ・1年5月23日.棘 。
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た こ とを明 らか にす る と と もに,戦 間期 の 技術 開発 の特 徴 を 明 らか にす る。

II経 営拡大 と技術力

1戦 間期の経営発展

第一・次大戦終結から1939年 に芝浦製作所と合併するまでの期間に,東 京電気

は電球を中心としながら真空管や家庭用電化製品,医 療用電気器具の製造販売

へと事業を拡大 し.し だいに 「総合的電気機器製造会社の形態」をとるように

なった7〕。この期間における経営発展を製品別売上高から見よう。

第1図 は1919年 から1938年 までの売上高を電球類,真 空管 ・ラジオ用品,そ

の他器具類に分けてその伸びを図示 した ものである。これらの売上高は転売品

の売上を含んでおらず,自 社生産した製品の売上高を示している。電球類には

白熱電球,特 殊電球 電球材料の売上が含まれている。真空管 ・ラジオ用品に

は受信用.送 信用の真空管 と無線機器の売上が含まれており,さ らに1935年 に

設立された東京電気無線株式会社の売上高が含まれる。その他器具類には医療

器具、積算電力計,配 線器具,照 明器具,家 庭器具,特 殊器具の売上高が含ま

れている。

電球類,真 空管 ・ラジオ用品,そ の他器具類の売上高の合計は,東 京電気及

び東京電気無線が製造した製品の総売上高を示す。総売上高の推移を見ると,

1920年 代に年間約1000万 円か ら約1400万 円へ と増加 し,1930年 代にはそれが

1935年 の約2500万 円,1938年 の約4500万 円へと急激に増加 していることがわか

る。東京電気の売一ヒ高は1920年 代には漸増するが1930年 代には3倍 化 して:おり,

経営規模が急速に拡大したことがわかる。

このような総売 ヒ高の推移を製品別に見ると,次 のような特徴が明らかとな

る。

電球類は.1919年 には,総 売上高約820万 円のうち約700万 円を構成 し,全 体

の85%を 占める主力商品であった。電球類の売上高は1920年 代には多少増減は

7)安 井編,前掲書,195ページ。
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第1図 東京電気 の製品別売上高
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出所:東 京芝浦電気株式会社 『東京芝浦電気株式会杜八十五年史」東京芝浦電気株式会社,

1963年,973-942べ 一ジより作成。

あ る もの の 毎 年 約1000万 円 前 後 で あ り,1930年 前 半 に は 一一時700万 円 台 まで 売

上 が 減 少 した 。 長 期 的 に 見れ ば,電 球 類 の 売 上 は 比較 的安 定 して い た とい え る

が,売 上全 体 に 占め る割 合 は しだ い に減 少 し,1930年 に は約6割,1935年 に は

約4割,1938年 には 約2割 まで 減 少 した 。

真 空 管 ・ラ ジオ用 品 は1927年 か ら売 上 高 が 示 さ れ て い る8)。1927年 の 売 上 高

は45万 円 余 りで あ った が,1930年 に は約250万 円,1935年 には 約570万 円,1938

年 に は子 会社 の東 京 電 気 無 線 株 式 会 社 の 売 上 を 含 め て約2200万 円へ と急 増 した。

真 空 管 ・ラ ジオ用 品 の売 上 高 が 売 上 全 体 に 占 め る割 合 も,1930年 に 約20%,

1938年 には 約48%に まで 増 加 し,戦 間 期 にお け る主 力 商品 とな っ た。

そ の 他器 具類 は1919年 以 来 売 上 の 一 定 比 率 を 占 め て い た。 売 上 高 は1920年 代

8)売 上高には示され ていないが,東 京電気は1919年 にオーヂ オ ン受信管 を裂作 し陸軍省に納 入し

た・また1923年 にほ 一・般 のラジオアマチュア向けの真空管UV-200,UV-201の 製造 ・販売を開

始 した.同 上書,424-426ペ ー ジ。,、
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に約12g万 円から約250万 円まで漸増 したが,1935年 に約850万 円,1938年 には

約1500万 円にまで急速に増加 した。売上全体に対する割合 も次第に増加 し,

1930年 に約18%で あったものが,1935年 に約36% ,1938年 には約33%を 占める

ようになった。なかで も配線器具,積 算電力計,照 明器具といった製品の売上

が急増 した。

戦間期における東京電気の経営発展は,比 較的安定的な電球類の売上に加え,

戦間期に技術進歩が進んだ真空管 ・ラジオ用品の売上と,電 球の普及を中心 と

した電化に関連するその他器具類の売 ヒの急速な拡大によってもたらされたと

いえる。

2山 口喜三郎と技術重視の経営

1920年 代から1930年代における売上高の拡大は,真 空管 ・ラジオ用品やその

他器具類におげる新製品の開発 と販売.製 品の効率的な大量生産技術の採用に

よって もたらされた、、このような戦問期の経営発展の背後には,技 術力を向上

させてこそ工業会社の発展があるという考えを持つ山口喜三郎の経営政策が

あった。

山口は1913年 から取締役 として東京電気の経営に参画し,1927年 から芝浦製

作所 と合併 し東京芝浦電気 となった後の1943年 まで取締役社長を務めた馳レ。山

口は戦間期にGEか らの技術導入と東京電気内部における技術開発の両側面

を並行 して促進し,東 京電気の技術力を高める経営政策をとった。

技術導入の側面では,山 口は第一次大戦前後の国家主義勢力の台頭に際 して

も,強 固にその必要性を説いた101。国家主義勢力は東京電気にアメリカ資本が

入っていること。アメリカ人が社長になっていることを非難 した,、同時期に,

東京電気が製造する電球は国産ではないので排斥すべ きであるとい う主張のも

9)山 口はその後1943年 か ら1946年 まで東京芝浦電気株 式会社 会長を務 めた.東 京芝浦電気株式会

社 『東京芝浦電気株式 会社八 十五年 史』東京芝浦電気株式 会社,1963年.885ペ ージ,

10)Iil口 喜r郎 傳編纂委 員会 『山口喜三郎傅」 東京芝浦電気 株式会社,1950年,42-45ベ ー ジ、
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と国産電球運動が起され,東 京電気の経営にも影響 しはじめた。山口は頭を悩

ませ,1927年 には自らが社長に就任するとともに,東 京電気に対するGEの

持株比率 も徐々に低下させるようGEと 交渉 した。 しか し技術導入の側面で

は,山 口は 「〕本の工業を,一Uも 早く欧米一流工業国と肩を並べるまでに発

達させなげればならぬ,そ れには外国の力を借 りない純国産などと頑な負け惜

しみを言わずに,技 術の面に於ても経営方法に於ても.外 国が長い年月の経験

によって得た貴重な獲物をそつ くり貰 うことが最も早途である」 という信念を

貫いだ1,。すぐれた外国技術を積極的に取 り入れわがものとすること,こ れが

戦間期における経営姿勢の一つであった。

他方で山口は 「製造工業会社の繁栄は一・に製品の学理的研究と之が工業化に

依 る一貫的な作業に侯つもの」であ り 「日本人の研究者を養成し,日 本人自身

で工業技術の レベルを昂げなければならぬ」 と主張 し,自 社における技術開発

に力を人れた121。山口は1918年8月 に工務部技術課に属 していた実験室を独立

させて研究所 と改称 し,重 役直属の部門とする組織改革を実施 した13)。その後

も山口は研究所の規模を拡充 し,技 術開発を積極的に進める組織体制を作った。

研究所の組織は当初.物 理系と化学系に分かれており.物 理系の実験室とし

ては第1か ら第6ま での物理実験室,電 球実験室,照 明実験室,光 度寿命室,

X線 に関する研究を行 う実験室があった。化学系では第1か ら第4ま での化

学実験室.メ タルタング冬テンに関する研究を行 う実験室,水 素 ・酸素 ・窒

素 ・アルゴンガス製造に関す る研究を行 う実験室,そ して化学材料製品に関す

る実験室があった1%物 理系,化 学系を合わせて全部で17の研究室を擁 し,関

東大寮災までに研究所の人員は40名程度であっだ恥。

1923年9月1日 の関東大震災で研究室は設備と人材の両面で甚大な被害 を

11)同 上 書,45ペ ー ジ、,

12)同 上 書,46ベ ー ジ。

13)同 上書,46ペ ー ジひ

14)安 井 編.前 掲書,524-525ペ ー ジ,

15)同 上書,540ペ ー ジ,
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蒙った。 しかし震災によって新規の建物が建築され,さ らに技術開発や実験に

用いる機器類も最新式のものが導人されるなど,新 たな技術開発の条件を用意

することになった161。さらに1927年 には新研究所の建物の建設が開始され,翌

28年6月 に落成 した。このとき,研 究室数は61室 に拡大された17)。その後 も研

究組織の拡充は継続され,1933年 頃には研究 ・発達および製造に従事する技術

者および書記が163名,研 究 ・発達 ・製造および事務に従事する工員が965名 と

なった1㌦

3特 許保有の増加

山口の推進 した技術力重視の経営は,東 京電気の特許保有件数にも現れてい

る。東京電気の特許保有件数から,戦 間期における技術力の向上を見よう。

東京電気の特許保有件数は公表されていないが,次 のように推計することが

できる。保有件数は東京電気が出願 し,特 計局による審査の後登録された特許

に,東 京電気が杜外から買収 したか,あ るいは東京電気が譲渡された特許(以

下.買 収 した特許と統一して表記)を 加え,い ずれの特許も存続期間である15

年間すべてにわたって存続すると仮定 し,満 期失効 した もの は保有特許数か ら

除 く'9。このようにして東京電気の各年の特許保有件数を示 したものが第1表

である。

1919年 時点で東京電気は17件 の特許を保有 していた。この17件 は1919年 まで

に東京電気が出願し取得 した特許と,社 外から買収 した特許を含んでいる。特

許保有件数は1924年 から1925年 にかけて127件増加 し.1925年 に保有件数は200

件を超えた。その後平均で毎年約70件 の新規登録と買収があ り.1930年 には

16)同 上書,540ベ ージ、

旦7)同 ヒ書,552-553ペ ー ジ。

18)東 京電 気株式会社 『我社の最近二十年 史』 マッ ダ新報二十周年記念,東 京電気株式 会社,1934

年.209ペ ー ジ,,

19)15年 を待たずに放棄 され消滅 した特許.ま た例外 的に期 間が延長 された特許 もあ ったが.本 稿

ではすべて満期失 効するまで保持 された と仮定 して推計 した。 なお特許 の存続期間は1922年 の特

許法改正以前は登録か ら15年 間,以 後は出願公告 か ら15年 間で ある。
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第1表 特許保有件数(1919-1938年)(件)

登 録 被 譲 渡 満期失効 保有件数

1919 5 1 17

1920 6 23

1921 9 3 1 35

1922 11 2 47

1923 16 63

1924 13 76

1925 127 203

1926 68 1 1 272

1927 85 2 4 358

1928 54 2 1 410

1929 46 6 4 461

1930 84 12 1 553

1931 64 616

1932 50 5 1 671

1933 71 3 3 744

1934 53
口

b 6 799

1935 85 1 6 879

1936 74 12 947

1937 82 20 1,017

1938 78 17 1,075

出所:特 許明細書 『特許公柵 各号より作成。

500件 を超 え,1938年 に は1075件 の特 許 を保 有 す る よ う に な っ た 。東 京 電 気 は

戦 間期 に技 術 力 を飛 躍 的 に高 め,と くに1920年 代 半 ば以 降 に急 速 に技 術 力 を高

め た とい う こ とがで きる。

加 え て,東 京 電 気 は 第 一 次 大 戦 期 以 前 か らGEの 保 有 す る 日本 特 許 の ラ イ

セ ンス を得 て い た。 これ らの特 許 はGEが 所 有 し管 理 して い た もので あ る が,

東 京 電 気 が 独 占 的 に そ れ らを利 用 して いた の で あ るか ら,東 京 電 気 の技 術 力 を

評 価 す るた め に は,第1表 の特 許 保 有 件 数 にGEか ら ラ イセ ン ス を受 け てい

た特 許 の件 数 を加 え な けれ ば な らな い。

GEお よ び 子 会 社lntemationalGeneralElectricC{).,Inc.(以 下,IGEC)
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の日本における特許保有件数を示したものが第2表 である30ン。GEは 日本にお

いて1899年 から特許を出願 ・登録 し、また他社から日本特許を買収し,そ れら

の特許について東京電気 と芝浦製作所にライセンスを供与 していた。GEが 保

有していた特許のうち,東 京電気と芝浦製作所のいずれの企業にそれぞれ何件

のライセンスが供与されたのかを推計するために、第2表 は技術分野別に特許

保有件数を示 した。GEは1919年 時点で176件 の 日本特許を保有 していたと推

定でき,東 京電気にライセンスを供与 した特許は,こ のうち電燈 ・電燈製造機,

計器類,真 空管 ・無線機器 ・音響機器に含まれる。 これ らの技術分野の特許は,

1919年 には76件,1925年 には66件,1930年 には55件 と漸減 していった。

したがって,戦 間期におげる東京電気の特許保有件数は,GEか らライセン

ス供与を受けた特許を含めた件数でみれば,1920年 代前半に約90件 から約150

件へと増加 したことになる。 しかし特許保有件数はこの時点において修正をう

げるものの,GEお よび1(3ECが 保有する特許件数は次第に少な くなり,ま

た時間が経過すれば特許権が消滅するので,1920年 代半ば以降ライセンス供与

は大きな割合を占めな くなった。1925年 以降はライセンス供与された特許では

なく東京電気が出願し登録した特許によって急速に保有件数が増加 したという

ことができる、,

ところで技術力としてあげられるものにノウハウや設計力など,特 許化され

ないものがある。しかし電気機械産業においては一般的に競争手段 として特許

権が広 く利用され.新 規技術はたいてい特許出願され,権 利化される2'1。特許

化される新規技術 との関連で見れば,ノ ウハウや設計力は特許化された新技術

を具体化し,よ り効率的に実現するために必要なものである。この点でノウハ

ウの蓄積や設計力の向上を特許件数の増加にある程度代表させることができる

と考えられる。

20)東 京電気 の特許保有件数の推計 と同様 に.特 許 はすべ て15年 間の特許期問満了まで保持 され る

と仮定 した,,

21)長 谷 川.前 掲論文,126-127ベ ージ。
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東京電気は戦間期に特許保有件数を急激 に増加させた。山口による技術力重

視の経営政策は特許保有件数の増加に見る技術力向上として成果を現し,こ れ

が戦間期における多数の新製品の開発 ・販売につながったのである,,

lll技 術導入と技術開発

1「 代理出願」特許と東京電気開発特許

戦問期の経営発展の基礎には山口の経営政策とそれによる技術力の向上が

あったのであるが,次 にこの期間における技術力の向上がどのようになされた

のかについて明らかにする,山 口が技術導入と技術開発を同時に促進し総合的に

技術力を向上させる政策をとったことは先に指摘 したが,技 術導入と技術開発が

それぞれ実際にどの程度行われたのかを特許出願件数を用いて明らかにしたい、,

東京電気が戦間期に保有 した特許には,東 京電気が出願 ・取得した特許と,

東京電気が他社から買収 した特許が含まれている。このうち他社から買収 した

特許は前出第1表 によると43件あった、、したがって戦間期における特許保有件

数の伸びは,大 部分が東京電気によって特許出願された特許によるものである。

東京電気が出願 し取得した約1000件 の特許について,そ れぞれの特許が誰による

技術開発にもとづいて出願されたものであるのかを見よう。というのは,東 京電

気が出願 ・取得 した特許に技術導入と技術開発の両側面が現れているからである。

戦間期に東京電気が出願 した特許は。発明者の国籍によって外国人発明によ

る特許と日本人発明による特許に区分できる。外国人発明による特許とは.特

許の名義は東京電気 となっているが,発 明者はアメリカ人をはじめとする外国

人となっている特許である。外国人発明による特許を東京電気が保有するよう

になった根拠は,1919年 に東京電気が1GECと の間で締結 した特許協定に含

まれていた 「代理出願」契約にある斜。

「代理出願」契約の主要な内容は次の点であった。第一に,従 来GEが ロ本

22)「 代理出願」について は拙稿 「戦前にお ける(}Eの 国際特許管理一 「代理 出願」契約 と東京電

気 の組織能カー」 『経営 史学』 第37巻 第3号,2002年12月 を参照。
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第2表GEお よびIGEC

電燈 ・電燈製造機 重

(発送電機器,

電

電動機)
タ 一 ビ ン

登録

(買収)

失効

(譲渡)
保有

登録

(買収)

失効

(譲渡)
保有

登録

(買収)

失効

ぐ譲渡)
保有

1899 10 10

1900 2 ・2
1 且

1901 2 6 17

1902 1 3 6 23

1903 2
一

ひ 2 25

1904 3 8 2 27

1905 6 レ1 1 28 3(D 3

1906 7 21 28 3

1907 3 24 1 29 3

1908 2 26 3 32 3

1909 3(3) 29 32 3

1910 3 32 1 33 1 4

1911 5 37 1 34 3(3) 1

1912 37 2 36 1 ウ』

1913 2 39 10 46 2

1914 2 41 2 10 38 6 8

1915 5 2 44 7

一

1 44 8

一

1916 5 49 3 6 41 2 10

1917 4 1 52 3 6 38 7 17

1918 7 2 57 5 2 41 2 19

1919 10 3 64 7 2 !16 6 25

1920 6 58 2 1 47 5 30

1921 8 50 1 48 1 31

1922 1 3 48 2 1、 49 2 33

1923 4 44 3 46 3 36

1924 44 46 36

1925 1 3 42 1 45 5 1 40

1926 6(1) 36 1、 44 40

1927 ll(11) 47 2 42 1 39

1928 1 4 44 10 32 39

1929 2 42 2 30 13(7) 26

i,930 2 16(IO) 28 7 23 7(7) 19

1931 5 23 3 20 2 17

1932 4 i8 3 17 6 ll

1933 7 12 5 12 2 9

1934 1 11(1) 2 7 5 2 7

1935 2 2 3 1 6

1936 2 1 2 6

1937 1 1 2 o 6

1938 1 1 5

:

所

注

出

カッコ内の件数 は内数で ある。

特許明細書 『特 許公報」 各号 より作成,,



戦問,期における東京電気の技術導入と技術開発 (293)31

の日本特許保有件数 )牛f(

計 器 類 真空管類 ・
血日 響 機

無線 機器 ・

審
そ の 他

登録

(買収)

失効

(譲渡)
保有

登録

(買収)

失効

(譲渡)
保有 登録

(買収)

失効

(譲渡)
保有

保有件数

1 1 11

1 2 4 4 19

[ 3 1 5 27

1 4 3 8 38

4 4 12 46

2 6 5 17 58

6 2 19 7(〕

6 19 77

6 19 81

6 1(1〉 20 87

6 20 90

6 20 95

6 1 21 99

1(1) 7 1 22 104
一♂

1 23 117

1 6 23 116

2 1
一'

1 1 7(5) 4 26 130

1 6 1 8 1 33 140

1 5 1 2 2 4 31 145

5 1 3 4 4 31 156

2 3 6 9 4 6 29 176

3 3 12 5(1) 24 174

3
,
D 17 24 173

3 2 19 1 25 177

3 1 20 1 1 25 174

3 1 21 25 175

3 21 25 176

3 21 1 24 168

1 2 21 2(2) 22 173
ワ』. 21 1 21 159

2 4 25 4(4) 17 142

2 o 4 2(1) 27 1 2 16 113

8 35 1 6 口 106

2 1 36 2 9 91

1 35 3 6 74

8(2) 27 3 3 44

1 3 25 3 39

5 20 3 33

2 18 1 2 27

1 17 2 25
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特許を取得する場合 日本において独 自に代理人をたてて処理 していた特許出願

業務を東京電気が代理 して行 う。第二に,東 京電気はGEの 保有す る特許技

術の日本に対する出願権を譲渡され,東 京電気が自社の名義で出願する。出願

と前後して東京電気は 「代理出願」特許に関する技術を導入する。東京電気は

「代理出願」する特許を白らのものとして,日 本の特許法の及ぶ領土でそれを

利用することができる。第三に,出 願費用や特許維持にかかる費用はすべて東

京電気が負担するとされた、,

このような契約は,東 京電気側から見れば,GEの 特許技術を導入するとと

もに,そ の技術 に対する権利を自らのものとして利用できるものであった。 し

たがって,東 京電気がどれだけ量の 「代理出願」を行ったかは.技 術導入の量

的な指標 となる。「代理出願」契約によって出願 ・登録された特許を以後 「代

理出願」特許と呼ぶ.

他方で日本人発明による特許は,基 本的に東京電気の技術開発活動の成果で

あると見ることができる33,。日本人発明による特許の推移は,東 京電気の技術

開発の水準がどのように向上 したかを示す一つの指標 となる。

戦間期に東京電気が取得 した特許を外国人発明によるものと日本人発明に分

類 したものが第3表 である。第3表 は毎年の新規出願数を表 したものであ り,

毎年の技術導人 と技術開発の推移をあ らわ している。「代理出願」特許 は

IGECと の協定が締結された1919年 に1件 出願されてお り241,その後急速にILll

願数が増加し1925年 には61件 の出願がなされた、,1920年代半ばから1930年 代半

ばまでは,年 間約40件から50件の 「代理出願」がなされているが,1930年 代半

ばから再び急増 し,1936年 には年間96件 にのぼった、!919年 から1938年 までに

東京電気が 「代理出願」 した特許は合計で961件 にのぼ り,東 京電気が出願 し

た特許の約75%を 占めた、,

23〉 ただ し,外 鄭で発明 された技術の譲渡を受 け,束 京電気 名義で出、願した特許 も一部含まれ る。

24)「 代理 出願」の第一 号は特許第38949号 「白熱電燈繊 條取付方法」 で,発 明 者は ジョン ・W・

ジ・1ンヴ ィーアである.1919年12月27日 に出願 されている。



出願年 日本人発明棚 外国人発明籾 合計
アメ リカ オランダ ドイツ その他

1919 583.3 116.7 1 6

ig20 233.3 466.7 4 16

1921 215.4 ll84.6 ll 13

1922 729.2 1666.7 16 24

1923 816.3 4183.7 39 1 1 49

1924 1722.7 5877.3 58 75

1925 1822.8 6177.2 60 1 79

1926 2837.3 4762.7 46 1 75

1927 1627.6 4272.4 42 58

1928 1729.3 4170.7 41 58

1929 2128.8 5271.2 52 73

1930 3343.4 4356.6 43 76

1931 1223.5 3976.5 36 2 1 51

1932 2029.9 4770.1 47 67

1933 1630.2 3769.8 35 1 1 53

1934 2228.6 5571.4 37 18 77

1935 2421.4 8878.6 79 9 ll2

1936*3) 98.5 9892.5 84 13 1 106

1937*3) 1715.2 9584.8 83 12 112

1938*;噴 3428.6 8571.4 71 14 119

合計 32825.4 96174.6 885 71 3 ワ臼 1,289

注*1)

*2)

*3)

出 所:特

戦 問期 における東京電気の技術 導入と技術 開発(295)33

第3表 東 京 電気 の特 許出 願(1938年12月31日 出願 まで)1件
,%)

子 会社 名義で登録 された特露午は含 まない.

発明者 の住所 によ り分類 した、,

東京芝浦電気株式会杜名義で公告,登 録された特許 を含む,

許明細書 よ り作成、、

この よ う な 「代 理 出 願」 特 許 の 出 願状 況か ら,戦 間 期 にお ける 東 京 電 気 の技

術 導 入 の 特徴 を 見 る と,次 の こ とが 指 摘 で き る。 第 一 に ,第 一 次 大 戦 期 以 前 と

比 較 して技 術 導 入 が活 発 に な っ てい る こ とで あ る。1905年 か ら1918年 まで の14

年 問 に 東 京 電 気 がGEか ら使 用 許諾 を 受 けた 特 許 の 件 数 は約100件 で あ った と

推 定 で きるz㌔ これ に対 し1919年 か ら1938年 ま で の20年 間で は 「代 理 出願 」特

25)拙 橋 前掲論文 「第一次大載以前における東京電気の技術闇発と特許管理」
.58ベ ージ・
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許を通 した技術導入が961件 あ り,第 一次大戦期以前 と比較して戦間期の技術

導人の拡大が明らかであろう,、第二に,戦 間期において も技術導入の規模には

変動があ る。「代理出願」は1920年 半ばか らの約10年 間と比較 して.1930年 代

半ば以降急激に出願件数が増加する4930年 代後半以降に技術導入がさらに活

発化 したことが明らかである。

「代理出願」はGEに よる発明に関してだけ行われたのではない。「代理出

願」特許の発明者の国籍を見ると.ア メリカ人の発明が885件 と最 も多く,「代

理出願」特許の約92%を 占めている。しか しアメリカ人の他にもオランダ人の

発明が71件,ド イッ人のものが3件.カ ナダ人とブラジル人の発明がそれぞれ

1件 出願されている。アメリカ人以外の外国技術者による特許は,IGECが そ

れぞれの国で特許協定 を締結 した企業の技術者によって発明されたもので,

IGECを 中心とした国際的な 「代理出願」協定網によってもたらされたもので

あると考えられる36'。オランダの発明者はN・V・ フィリップス仕の技術者で

あり,ド イッ国籍の発明者はオスラム社,カ ナダとプラジル国籍の発明者は

GEの それぞれの子会社に所属する技術者である27}。さらにアメリカ国籍の発

明者も,必 ず しもGEに 所属していた技術者によるとは限らない。アメリカ

入発明者には,GEと 特許協定を締結したアメリカ企業の技術者が含まれる。

東京電気は 「代理出願」契約 によってGEの みならず複数のGEの 関連会社

から技術を導入 していたのである。

次に戦問期における東京電気の技術開発によって出願された特許の推移を見

よう。

第3表 によると,1919年 か ら1938年 までの 「代理出願」特許の件数が961件

であったのに対 し,東 京電気の技術開発にもとづ く特許は328件 であった。こ

れは 「代理出願」特許の約3分 の1の 規模である。出願傾向をみると」919年

には5件 であった ものが漸増し,1926年 には年間28件の特許が出願された。そ

26)拙 稿,前 掲 論文 「鞭前 にお けるGEの 特 許管理」を参照 のこと。

27)関 氏,小 津氏か らの ヒア リングp
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第4表 「代理出願j特 許の技術分類(1919-1938年) (件)

電 真 オ
そ の 他 器 具.類 化硝 製 そ

出願年 球

類

空 機
管 器

ラ
ン

電装気
置

部
5』1rl口

測電
{気疋

計
器器

配

線

器

具

昭

明

装

置

X医
線 療
機 機
器 器 ・ ヨ

光 レ

電 ビ'

管 ジ

テ ン

学子

冶
金

造

器

の

他

合計

19臥9 1 1

1920 2 1 1 4
1921 2 3 1 1 4 11

1922 5 3 4 1 1 2 16

1923 10 14 1 1 3 2 4 5 1 41
1924 9 13 2 5 5 4 8 1 5 3 4 59
1925 11 17 4 3 7 4 2 2 6 4 4 64
1926 12 10 4 6 2 3 1 2 3 5 1 49
1927 9 15 5 2 1 1 3 2 5 1 44
1928 5 11 4 1 4 3 2 3 3 7 43
1929 8 21 8 2 4 1 1 3 1 6 55

1930 10 IO 6 6 5 1 1 3 L 5 48
1931 lI 6 6 6 6 4 1 1 3 44

1932 13 5 8 5 6 3 4 3 5 1 53
1933 18 4 8 5 3 1 1 1 5 46
1934 28 2 11 13 3 1 1 2 3 64
1935 23 13 26 17 5 1 4 2 5 13 4 113
1936 28 30 20 13 6 4 5 6 10 1 123
1937 18 21 26 12 5 1 7 4 14 13 1 122

1938 26 16 8 4 5 3 .6 6 13 5 3 95

合計 249 208 146 104 68 37 49 37 70 103 24 1,095

注:特 許は大 正10隼 特許法 による審査分類に従い以下のよ うに分類 した:

電 球類:第200類 「電燈」の うち同1「 弧光灯」同3「 瓦斯又ハ蒸気電燈」同4「 自熱電燈」同5

「白熱繊條」 同6「 電球真空封絨」
真 空管 ・ラシオ機器:第4類 「音響記録及音響復 生1第199類 「高周波 電気 通信」

電 気部 品 ・装 置:第190類 「発電及電動 」第191類 「変電」 第192類 「送電及配 電」 第193類 「電気

制御 及電気調整」第198類 「電気信号 及電気表示」 第204類 「電池」

測定器 ・電気計器:第1類 「測定器」第195類 「電気及磁気計器」第196類 「電気的 及磁気的測定」

配線 器具1第187類 「電気 伝動 」第194類 「電気開閉器」

照明装置:第135類 「家具」第139類 「燈具」 第200類 「電燈」の うち7「 電燈承n」 同8「 電燈

支持具」 同9「 電球覆」同10「 電燈雑」

X線 機器 ・医療機器:第46類 「医療具」第206類 「電 気治療」

光電管 ・テ レビジ ョン:第197類 「電信 及電話」第207類 「電気雑二[」

化学 ・冶金 ・硝子:第144類 「無機化合物」第145類 「有機 化合物」第146類 「非金属元 秦」第147

類 「電気化学」第148類 「化掌試験用具」第151類 「瓦斯」第154類 「金工」第155類 「陶磁 器.
煉瓦 及耐火用 品」 第156類 「硝子及融那」 第161類1塗 料」第168類 「染料」第182類 「可 塑

物」第186類 「化学雑工」 第188類 「電気絶縁 」

製造機:第12類 「焚火装置」第15類 「暖房及乾燥」第20類 「卿筒」 第43類1一刷子及掃除具」 第53類

「混合機槻1絆機及分離機」第57類 「蔵断機,裁 刻機及打抜機」第61類 「鉗孔機及削孔機」 第64
類 「研磨機」 第66類 「塗布機及貼附機」第67類1雑ll具 」 第105類 「窯業 品製造機」 第106類

「金属品製造機」第107類 「雑種製造機」第201類 「電熱」
上記以外をその他 に分類 した.

出所:特 許明細書 より作成。審査分類については特許庁 『工業所有権制度百年廻 上巻,1985年.589
ペー ジを参照した。
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の後増減を繰返すが,期 間を通 して平均で年間20件前後の特許出願がなされて

いる。

特許出願数に現れた技術開発活動の推移を第一次大戦期以前 と比較すると,

次のようにいうことができる。1906年 から1918年 までの13年 問に東京電気が 自

らの技術開発活動の成果 として出願 した特許は12件であっだ8}。これに対 し戦

間期の1919年 から1938年 までの20年 間に出願された特許は328件 であるか ら,

戦間期において技術開発が非常に活発であったと評価できる。、束京電気の技術

開発の動向を第一次大戦期以前か ら通 して見ると,特 許出願件数が1906年 に1

件.1912年 に1件 と散発的であったものが,1917年 に3件,1918年 に5件 と,

1917年頃から技術開発の成果が増加 しはじめ,継 続的に出願がなされるように

なっている。この点から,東 京電気の技術開発は,第 一次大戦中の1917年 頃か

ら活発化 し,1926年 ごろまで技術開発活動が拡人 し,そ の後も安定的に技術開

発がなされていたということがいえる、,

2技 術導入の分野別動向

次に 「代理出願」特許の技術分野別の動向を明 らかにすることによって,戦

問期における東京電気の技術導入の特徴を見よう,、

「代埋出願」特許を技術内容によって分類 し.出 願年ごとに整理 したものが

第4表 である。第4表 は,各 年度に新規出願された特許を審査系列によって分

類 し,東 京電気の主要製品別にまとめたものである。一つの特許に複数の審査

系列が付されている場合があり,そ の場合審査系列 ごとにそれぞれ1件 の出願

があったとみな して計算 している。したがって,審 査系列で見た 「代理出願」

特許の総数は961件 ではなく1095件 となる。

第4表 によると.東 京電気はすべての製品分野にわたって技術導入を行って

いることがわかる。また,製 品別に技術導入の傾向をみると,東 京電気が最 も

多 く技術導入を行ったのは電球類249件 であり,全 体の約23%に のぼった。次

28)拙 稿,前掲論文 「第 ・次大戦以前にお1ナる東京電気の技術開発と特許管理」,63-67ベージ。
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第5表 東京電気開発特許の技術分類(1919-1938年)

(299〉37

電 真 オ そ の 他 器 具 類 化硝 製 そ

出願年 球

類

空 機

管 器

ラ
ジ

電装
気置
部
ロ
ロロ

測電
{気
疋計

器器

配

線

器

具

照

明

装

置

X医
線療
機機

光 レ
電 ビ
生肉 ・"目 ン

器 器 ・ ヨ

テ ン

学子
o

冶金 造

器

の

他

合計

1919 2 1 1 1 5

1920 1 1 2

1921 1 1 2

1922 2 4 1 7

1923 5 1 1 1 8
1924 1 4 2 1 1 6 2 17

1925 2 4 2 3 1 3 3 1 19
1926 5 5 2 2 1 9 5 1 30
1927 3 2 1 2 1 5 3 17

1928 3 1 1 2 1 6 5 19

1929 1 7 1 2 8 3 22

1930 2 7 8 2 1 6 9 2 37
1931 2 3 1 1 1 4 12

1932 8 2 1 1 2 8 22

1933 1 4 7 1 3 2 1 19

1934 1 5 6 2 4 4 4 4 30

1935 2 5 4 2 3 7 8 2 33

1936 3 2 1 4 1 11

1937 1 2 3 3 11 2 22

1938 2 9 5 2 1 1 5 12 3 2 42

合計 42 58 48 25 2 4 18 31 98 33 17 376

注:第4一 表に同 じ。

出所:第4表 に同 じ1、

(件)

いで多いのは、真空管 ・ラジオ機器の208件 で全体の約19%
,三 番目に多いの

は電気部品 ・装置の146件で全体の約13%で あった,,

電球分野における技術導入は第一次大戦期以前からも行われ,東 京電気はタ

ングステン ・フィラメント技術など,白 熱電球の基礎技術を導入していた。こ

れに対し戦問期の技術導入は管型電球,両 口金電球,高 温高圧白熱電球など,
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一般家庭向けではない特殊電球 について行われた。戦間期に発売された新 しい

電球製品は。後述する二重螺旋フィラメントや内面艶消電球を除くと,GEな

ど諸外国企業からの技術導入によってもたらされたものである。

しか し戦間期に最も活発に技術導入が行われた技術分野は.真 空管 ・ラジオ

機器である。真空管 ・ラジオ機器に分類される208件 の特許のほかに,真 空管

技術は電球類,電 気部品 ・装置に分類される技術 とも深 く関連 している。電球

類に含まれるゲ ッター,真 空封絨,導 入線は真空管 と共通する技術であ り,電

気部品 ・装置に含まれるコンデンサー,電 解コンデンサー,イ ンダクタンス線

輪.抵 抗,調 整装置,整 流器や電池は,能 動電子部品である真空管を作用させ

るために必須な部品である、,これら真空管 と関連する技術を含めると、束京電

気は戦問期において真空管技術を中心として技術導入を活発に行っていたとい

うことが明らかである、

また東京電気は継続的にガラス.電 球,真 空管の製造機 に関する技術導入を

行った。 これら製造機の 「代理出願」特許は103件,全 体の約10%に のぼった。

東京電気は電球や真空管の製品技術を導入するだけでなく,そ れら電球.真 空

管の大量生産とそれによるより効率的な生産を日的として,活 発な技術導入を

行っていたと言える。

製造機に関する技術導人は.「代理出願」特許に現れるもののほかに,他 社

の特許権の買収にも現れている。特許権の買収に見られる技術導入は,主 にガ

ラス製造機に関する分野で多く行われた、、東京電気は1929年 にN・V・ フィ

リップス社から電球 ・真空管製造機に関する6件 の特許について譲渡された2%

また1930年 にはリッベイ社,ウ ェス トレーキ杜の特許を11件譲渡されたこと、が

登録されている30。このうちリッベイ社の特許は…連のダンナー ・マシンの特

許である。ダンナー ・マシンとは,自 動でガラス管を製造する機械であ り,こ

29)特 許 局 『特 許 公報 』 第353号,1929年5月24日,同 第355号 、1929年5月31日 。

30)リ ・・ペ イ社 と1)エ ス ト レー キ社 の 特 許 は,ま ず 争 れ ぞ れ1927年6月3日 と1927年IO月26日 に

IGECへ と譲 渡 登 録 され,そ の 後1930年8月15LlにKiECか ら東 京電 気へ と譲 渡 登 録 さ れ て い る、

『特 許 公輌 第86号,1927年7月20口.同 第145号,1927年12月14日.同 第558号 」930年9月26日 。
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の機械によるガラス管は,直 径や肉厚が均斉で屈曲などの欠点が少なく,電 球

と真空管の製造において画期的な機械であった311。東京電気はダンナー ・マシ

ンを導入することで,電 球や真空管 といった主要製品の大量生産をすすめ,さ

らに競争力を持つようになった。なお,『特許公報』 に掲載された11件 の譲渡

登録は1930年 であるが,社 史年表によると.1924年 に 「ダンナーマシン(硝 子

管及び棒曳機械)の 特詐権を購入す」 とある321。譲渡登録には形式的な側面が

あるので,社 史にあるとおり,1924年 に東京電気はこれら11件の特許技術を導

入 したと考えられる。

3戦 間期における技術開発の特徴

次いで束京電気が開発 し出願 した特許を同様に審査系列によって分類 しその

特徴を見よう。1919年 か ら1938年 までの東京電気開発による特許を分類 した も

のが第5表 である。第4表 と同 じように,審 査系列で見た特許件数は328件 で

はなく376件である。

第5表 によると,製 品別で最 も件数の多いものは,化 学 ・冶金 ・ガラスの98

件で全体の約26%を 占めた。次いで多いのは真空管 ・ラジオ機器の58件(同 約

15%)で 三番 目は電気部品 ・装置の48件(同 約13%)で あった,,

東京電気の開発特許の分布を,「代理出願」に見られる技術導入の分布 と比

較すると,次 の特徴が指摘で きる,、第一に,化 学 ・冶金 ・ガラスの分野では,

東京電気は技術導入の70件 よりも多い98件 の技術開発を行っている。化学 ・冶

金 ・ガラス以外の諸分野では,「代理出願」特許の方が東京電気開発特許より

も件数が多いが,こ の分野では唯一件数が逆転 している。東京電気開発の特許

で化学 ・冶金 ・ガラスに分類されるものが多いのは.東 京電気において国産化

のための素材の研究 と開発が活発に行われたためである。東京電気 は技術導入

を進める一方で材料の自給 自足を目指 し.「偶々是等材料の中、国内生産量の

31)柏 木 秀 一 『電 球 の 製 造技 術』 技 術書 院,1950年,21-22ペ ー ジ 。

32)安 井編,前 掲 書,290ペ ー ジ.
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僅少なもの,或 は全然その産出を見ないものに就いては,当 社研究所に於て先

づ之が代用品の研究に努め」ていた濫"。「電球製作の一貫作業を行ふためには,

その材料がすべて国産化されることが必要」であ り,1914年 の実験室設置 も,

電球製造に使用される材料の国産化を目的としていたのである&D。

しか し戦間期においては,素 材の研究 と開発を巾心とした技術開発活動に

よって,東 京電気の代表的な発明品が生み出されている。第一に,1919年 の板

橋盛俊によるカナリヤ電球の発明がある。カナ リヤ電球 とは紫外線の吸収がよ

いガラスを使用した電球で,や わらかい光線を発生させる、,この発明はガラス

にウランを混ぜることを内容 としており,素 材研究か ら生まれた特許である351.

第、二に,1920年 の不破橘二による嬬蛾ガラスの発明がある361。これはアメリカで

発明されたアラバスターガラスの国産化を目指す研究から生まれたもので,電 球

や照明装置に使用できる半透明ガラスの発明であった。第三は,不 破による内面

艶消電球の発明である。嬬蛾ガラスを開発した不破は引き続きガラスとその処理

方法の研究を進め,1923年 に電球を内面から艶消処理する方法を開発 し,内 面艶

消電球の開発に成功 した蟹1。第四は石英ガラスの研究によって生み出された諸発

明である。東京電気は第一次大戦による石英ガラスの輸入途絶を契機として研究

を開始し,医 療装置用や排気管に使用する透明石英 ガラス管,熱 電高温計の部品

や燃焼管に使用する不透明石英ガラス管の開発を行い,新 製品として発売した3%

戦間期における技術開発の第二の特徴は,技 術導入を盛んに行った電球類や

真空管 ・ラジオ機器,電 気部品 ・装置の分野では技術開発も活発であったこと

である。

電球類では,三 浦順一・による二重螺旋 コイル電球ig',鉱 山等での使用を想定

33)

34)

35)

36)

37)

38)

39)

同上 書,224せ25ベ ー ジ,,

同上 書,510-515ペ ー ジ 。

特 許 第39255号 「白 熱電 燈」(1919年7月29日 出願)、

特 許 第39448号 「乳色 半 透 明硝 子 製 造 法 」(1920年7月29LI出 願).、

特 許 第62921号 「白 熱電 燈」(1923年1月16日 出願)、,

安 井 編,前 掲 書:,526-527ベ ー ジ 。

特 許 第50022号 「白 熱電 燈 」(1922年8月18日 出願).
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して保護体を持たせた安全電球鰯,光 学装置用の標準電球4りなどが東京電気独

自の技術製品といえる。 しかしこれら以外の特許の多 くは技術導入した特殊電

球や従来の電球の改良発明が多い。戦間期の技術開発は技術導入を前提 とし,

それを改良するという実態があったということができる。

戦間期の技術導入の中心であった真空管関連技術においても,導 入技術を改

良す る技術開発活動が行われていた,,真空管事業は東京電気の経営発展を支え

た主軸であったが,東 京電気が独白に真空管を設計 し始めるのは1932年 頃から

であ り42〉,また 日本独 自に真空管を開発 し製造で きるようになったのは第二次

大戦中の1944年 であった1;{}。したがって。真空管 ・ラジオ機器分野における戦

間期の技術開発 も,特 許出願件数が多かったとはいえ,そ の実態は改良発明を

目指 した技術開発活動であったということができる,、

IV小 舌}

戦間期における経営発展の基礎には,山 口の技術重視の経営政策に基 く技術

力の向上があった。東京電気は組織的にも技術開発体制を拡充し,そ の成果と

して自杜発明技術による特許 も多数取得することができた。 しか し注意 しなけ

ればならないのは,一 方でこの期間に東京電気で開発された技術に関する特許

出願は第一次大戦以前 と比較すると急激に拡大し,技 術開発活動が活発になっ

たことを示しているが,他 方で技術導入を示す 「代理出願」特許の件数も急激

に増加したことである。特許件数で見れば,技 術開発によるものが328件 出願

されたのに対 して,技 術導入を表す特許出願はその3倍 の961件が出願された。

したがって,戦 間期は技術導入と技術開発が並行して拡大 した時期であったと

いうことがで きる。

40)特 許第102953号 「安全電球」(1932年11月19日 出願)。

41〉 特 許第ll8687号 「光学高温度計用標準電球」(1935年3刀14臼 出願)。

42)池 谷理 「受信管物語」33(電 子機械工業会 『電子』 第16巻 第12号 。1976年12月)、52ペ ー ジ・

43)真 空管 「ソラ1が 円本独 自に開発 した最初の真空管である.唐 津一 ・北村泰一 ・堂本暁子 ・原

山明・本 田勝一 ・山田二郎 編r人 生は探検な り』(西 堀 榮三郎選 集1巻 ・西堀榮三郎 自伝),1991

勾三,悠 々制二,138-14Gペ ー ジ氏
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また,東 京電気開発の特許の内容を見ると,そ の大きな部分が素材の開発に

関するものであり,基 本特許や製品の構造それ白体を内容としたものが少ない

という特徴があ』る。この点から,戦 間期における技術開発の実態は,国 産化の

ための素材開発を中心としたものであったということができる。また.素 材以

外の電球や真空管分野における技術開発は,導 入した基木技術の改良発明が多

いことが特徴としてあげられる。戦間期の技術開発は,技 術導人の拡大があっ

てはじめて活発化する水準 にあったといえる。


